
 

 

 

 

 

 

 

 

八尾市消防本部障がい者活躍推進計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月 

八尾市消防長 
  



１ 趣旨 

令和元年６月、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２

３号。以下「法」という。）の改正により、法第７条の３第１項の規定におい

て、地方公共団体の任命権者は、厚生労働省が作成する指針に即して、「障が

い者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画」を

作成することとされた。障がいのある職員が、それぞれの職場で活躍できる環

境を整えていくためには、障がいの有無によって分け隔てられることなく、す

べての職員が互いに支えあいながら市民サービスに取り組むことのできる組

織を築いていくことが重要である。消防本部において、障がいの有無にかかわ

らず、職員一人ひとりが個々の特性に応じて能力を発揮できる職場環境等を更

に整備していくため、八尾市消防本部障がい者活躍推進計画（以下「計画」と

いう。）を策定する。 

 

２ 対象となる職員 

消防長が任命する職員 

 

３ 計画期間  令和２年４月１日から令和７年３月３１日（５年間） 

 

４ 消防本部における障がい者雇用に関する課題 

消防本部においては、職員全員が消防吏員であり、人命救助という職務上の

理由から、積極的な障がい者雇用は行っていない。しかしながら、障がいの有

無にかかわらず、職員一人ひとりが個々の特性に応じて能力を発揮できる職場

環境等を整備していくことが重要であるため、各種取組が必要である。 

 

５ 目標 

  消防吏員は、障がい者雇用率制度の除外職員であるように、消防吏員につい

ては、今後も障がい者に限定した募集・採用を行うことは困難と考えるが、障

がい者雇用の推進に関する理解を促進し、在職中に疾病・事故等により障がい

者となった職員について、不本意な離職者を極力生じさせない。 

 

６ 取組内容 

⑴ 障がい者の活躍を推進する体制整備 

ア 組織面 

障がい者雇用推進者として消防総務課長を選任する。また、障がい者職

業生活相談員の選任義務が生じた場合（５名以上の障がい者が所属する

場合）には、３か月以内に選任する。取組については、特段の記載がな

い限り、総務部人事課が主体となって実施するため、消防本部はその実

施に協力する。 

イ 人材面 

障がい者職業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む。）につ



いて、大阪労働局が開催する障がい者職業生活相談員資格認定講習を受

講させる。 

⑵ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

中途障がい者として障がい者となった職員がその障がい等により従来の

業務遂行が困難となった場合、又はその相談があった場合は、円滑な職場復

帰のために必要な職務の選定、負担なく遂行できる職務の選定、職場環境の

整備や通院への配慮、働き方等について検討する。   

⑶ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

ア 職務環境 

障がいのある職員への面談により、本人の希望や職務遂行状況を勘案

して、必要な配慮等を把握し、継続的に必要な措置を講じ、作業マニュア

ル・作業手順の見直し、就労支援機器の購入等、必要な環境整備を検討す

る。なお、必要な措置及び環境整備に当たっては、本人及び職場に過重な

負担にならない範囲で適切に実施する。 

イ その他の人事管理 

各所属における人事評価面談において、障がいのある職員に対しては、

体調配慮等の必要性を把握し、可能な範囲で環境調整等を行い、必要に応

じて消防総務課へ相談する。 

なお、病気による長期療養（概ね３カ月以上の休業）から復職する場合

には、復職前に所属管理職と面談を行うとともに、復職後についても随時

面談を実施し、状況把握・体調配慮を行う。また、必要に応じて、当該職

員と消防総務課との面談を行う。また、障がいのある職員からの要望を踏

まえ、障がい特性に配慮した職場介助、通勤への配慮等の措置が可能とな

るよう支援を行う。加えて、在職中に疾病・事故等により障がい者となっ

た者について、円滑な職場復帰のために必要な職務選定、職場環境の整備

等や通院への配慮等の取組を行う。さらに、本人が希望する場合には、「精

神障がい者等の就労パスポート」や大阪労働局の職場適応支援事業の活

用等により、就労支援機関等と障がい特性等についての情報を共有し、適

切な支援や配慮を講じる。 

⑷ その他 

国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律に基づく障がい者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場

の拡大を推進する。 


